
（平成２３年１０月１９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 12 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 35 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 24 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 
 

兵庫国民年金 事案 2770 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 12 月から８年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 12月から８年３月まで 

    私は、災害で家屋が全壊の判定を受けた。その後、被災者は国民年金保険

料の免除を申請すれば、免除されることを市の広報紙で知り、平成７年３月

頃、当時住んでいた家の近くのＡ市Ｂ市民サービスセンターに行き、免除申

請を行った。その際、男性の職員から、｢保険料をきちんと払わないと将来

困りますよ。｣と説明され、その後は継続して保険料を払い続けてきた。詳

しく調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   「Ｃによる被災者に係る国民年金保険料免除事務の特例的な取扱いについ

て」（平成７年１月 20 日付け社会保険庁運営部企画・年金管理課長、年金指

導課長通知）では、当該災害で災害救助法の適用を受けた地域の被災者である

第１号被保険者は、国民年金保険料の免除を受けることができるとされており、

その免除期間は、平成６年 12 月から８年３月までの間において必要と認めら

れる期間であるとされていることから、申立期間と一致する。 

   また、申立人は、平成７年３月４日付けの被災証明書を所持している上、Ａ

市では、当時、上記の通知を受けてその指導を行っていたとしており、災害で

被災した国民年金被保険者は、同市の広報紙により国民年金保険料の申請免除

ができることを知り、その手続を行ったとする申立人の主張内容とも符合する。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を免除されていたものと認められる。 



 
 

兵庫国民年金 事案 2771 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年 12月の国民年金付加保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年 12月 

    私は、国民年金付加保険料の納付を申し出て、申立期間の付加保険料を納

付書により納付したので、記録を訂正してほしい。 

    なお、当時、Ａ市から送付されてきた通知（はがき）に、付加保険料納付

年月は昭和 54年 12月と記載されていることからも明らかである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１か月と短期間であるとともに、申立人は、20歳から 60歳到達

時まで第３号被保険者期間を除き、国民年金保険料を全て納付しており、昭和

55 年１月からは付加保険料を納付していることが確認できることから、保険

料についての納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、当時の国民年金被保険者台帳（特殊台帳）によると、「付 加入  

54.12」の記載が確認でき、申立人が、付加保険料の納付申出を昭和 54 年 12

月に行ったことが確認できる。 

   さらに、Ａ市の国民年金収滞納一覧表によると、申立期間の「賦課状況」欄

には付加保険料を含めて国民年金保険料が賦課されたことを示す「５」の記載

が確認できる上、付加保険料の納付申出を行いながら納付しなかった事情も見

当たらないことから、申立人は、申立期間の付加保険料を納付したものとみて

も不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

付加保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4404 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立期間①のうち、昭和 46年７月１日から同年 10月１日までの

期間について、申立人の標準報酬月額（10 万円）に係る届出を社会保険事務

所（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人の当該期間に係る

標準報酬月額を 10万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月１日から 49年７月６日まで 

      ② 昭和 52年３月 11日から同年９月１日まで 

    私は、Ａ社に入社して２年後ぐらいから給与が大幅に増えていた。 

昭和 42年にはＢ職、44年にはＣ職、46年にはＤ職となり、勤務評価も常

に上位で、年平均で 15万円から 25万円の給与の増加があったが、給与が標

準報酬月額に正しく反映されていない（申立期間①）。 

    また、Ｅ社では、昭和 52 年３月及び同年４月はＦ工場で、同年５月から

同年 10 月まではＧ地区の営業所で勤務していたが、給与と比べて標準報酬

月額が低い（申立期間②）。 

    調査の上、これらの記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、昭和 46 年７月から同年９月までの標準報酬月額は、

オンライン記録によると、６万 8,000円と記録されていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社が加入していたＨ厚生年金基金を引き継いだ企業年金

連合会が保有する、申立人に係る厚生年金基金加入員台帳によると、申立人

の昭和46年７月から同年９月までの標準報酬月額は10万円と記録されてい

る上、Ａ社人事事務センター及びＩ健康保険組合は、「当該期間当時、厚生

年金基金、健康保険組合及び社会保険事務所への届出は、複写式の届出用紙

を使用していた。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間①のうち、昭和 46 年７月から同

年９月までの標準報酬月額について、事業主は、申立人の標準報酬月額（10



 

万円）に係る届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められることから、

申立人の当該期間に係る標準報酬月額を 10 万円に訂正することが妥当であ

る。 

一方、申立期間①のうち、昭和 39年４月１日から 42年 10月１日までの

期間については、Ａ社は、「人事記録、賃金台帳等の資料は残っていない。」

と回答しており、申立人も当該期間に係る給与明細書等を所持していないこ

とから、申立人の当該期間における報酬月額及び保険料控除額を確認するこ

とができない上、42年 10月１日から 46年７月１日までの期間及び同年 10

月１日から 49 年７月６日までの期間については、企業年金連合会が保有す

る申立人に係る厚生年金基金加入員台帳の記録とオンライン記録は一致し

ていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人の申立期間①（昭和 46 年７月

から同年９月までの期間を除く。）における標準報酬月額は、申立人が名前

を挙げた複数の元同僚と同額又はほぼ同額であり、申立人の標準報酬月額の

みが他の同僚の取扱いと異なり低額である事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①のうち、昭和 39年４月から 46年６月までの期間及び同年 10月か

ら 49 年６月までの期間について、申立人が、その主張する標準報酬月額に

相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 

２ 申立期間②については、Ｅ社は既に解散しており、元事業主の所在も不明

である上、申立人も当該期間に係る給与明細書等を所持していないことから、

申立人の当該期間における報酬月額及び保険料控除額を確認することがで

きない。 

また、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、申立期間②に

おいては８万 6,000円であるところ、当該期間後の昭和 52年９月からは 17

万円に改定されていることが確認できる。これについて、Ｅ社Ｆ工場で勤務

していた事務責任者及び事務担当者は、「申立人の職務から判断すると、申

立人は、工場勤務時は時間給で給与が低かったが、その後、営業所に異動し

て月給となり、給与が大幅に上昇したものと思われる。」と回答している上、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、申立人の標準

報酬月額が遡及して訂正されている等の不自然な点は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間②について、申立人が、その主張する標準報酬月額に相当する厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4405 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 39年６月 15日に、資格喪失日に係る記録を 40年７月

１日とし、申立期間の標準報酬月額を、39 年６月から同年９月までは１万

8,000円、同年 10月から 40年６月までは２万 8,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 39年６月 15日から 40年７月１日まで 

私は、昭和 39 年６月 15 日にＣ県のＡ社に中途採用されて入社し、平成

17年２月 28日に退職するまでの間、継続して同社に勤務した。申立期間に

係る厚生年金保険被保険者期間が無いとされているので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された在籍証明書及び雇用保険の記録から判断すると、申立人

は申立期間においてＡ社に継続して勤務していたと認められる。 

また、Ｂ社は、「当時、従業員の雇入れに当たっては、試用期間（２か月）

を設けていたものの、入社日をもって厚生年金保険の資格取得の届出を行って

いた。」と回答している上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という。）によると、同社に係る従業員の多くは、同社が

Ｃ県からＤ県に拠点を移すに際して、昭和 40 年７月１日に同社に係る厚生年

金保険の被保険者資格を喪失し、同日に新規適用事業所となった同社において

被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る被保険者名簿によると、申立人と同時期にＣ県で厚生年

金保険の被保険者資格を取得し、かつ、申立期間において被保険者資格を有し

ていた者は22人確認でき、このうち連絡先が判明した17人に照会したところ、



 

回答があった 12人のうち 10人が中途採用であったとしており、そのうち８人

は「勤務した期間と厚生年金保険の加入期間は一致している。」と供述してい

る。 

これらを総合的に判断すると、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人がＡ社Ｅ事務所で一緒に

勤務していたとする同年代の同僚（中途採用者）の標準報酬月額の記録から、

昭和 39年６月から同年９月までは１万 8,000円、同年 10月から 40年６月ま

では２万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、Ａ社に係る被保険者名簿の整理番号に欠番が

見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われ

たとは考えられない上、仮に、申立人に係る被保険者資格の取得届が提出され

た場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出する機会があったことになる

が、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録していないとは、

通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格

の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和39年６月から40年６月までの保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4406 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録

を昭和 23 年４月１日に訂正し、22 年９月から 23 年３月までの標準報酬月額

を 600円とすることが必要である。 

   なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 19年１月１日から同年６月１日まで 

         ② 昭和 22年９月 30日から 23年４月１日まで 

         ③ 昭和 23年４月１日から 24年５月１日まで 

         ④ 昭和 24年６月５日から同年 11月 30日まで 

私は、昭和 18年４月からＢ社（現在は、Ｃ社）のＤ部でＥ業務をしてい

たにもかかわらず、19 年１月１日から同年６月１日までの記録が無い（申

立期間①）。 

その後、Ｂ社からＡ社に移籍し、Ｆ業務をしていたが、同社で勤務した昭

和 22年９月 30日から 24年５月１日までの期間及び同年６月５日から同年

11月 30日までの期間の厚生年金保険の加入記録が欠落している（申立期間

②、③及び④）。 

いずれの期間においても勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の加

入記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、Ａ社の複数の元同僚の証言により、申立人は当該期

間に、同社において勤務していたことが推認できる。 

    また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名

簿」という。）によると、申立人が同社において同じ所属であったと記憶す

る元同僚６人は、いずれも昭和 21年３月から 23年４月１日まで厚生年金保

 



 

険の加入記録が確認できるところ、別の複数の元同僚は、「申立人は、入社

時からＦ業務をしており、申立期間②においても同様の仕事内容であった。

申立人と同じ所属の者は、申立期間②においても厚生年金保険料が控除され

ていたと思う。」と証言している。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたものと認められる。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る被保険者

名簿の昭和 22年８月の記録から、600円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険出張所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

  ２ 一方、申立期間①について、Ｂ社の元同僚の証言により、期間の特定はで

きないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、Ｃ社は、「当時の関係資料は無いため、申立人の申立期間①にお

ける労働者年金保険の加入状況及び保険料控除については、不明である。」

と回答している上、申立人から提出されたＢ社Ｄ部に所属していた者の名簿

及びオンライン記録等から、同社同部に所属していた元従業員二人は、申立

人と同様に昭和 19 年１月１日に労働者年金保険の被保険者資格を喪失し、

その後、同年６月１日に同資格を再取得していることが確認できることから、

同社の事業主は、同社同部に所属していた従業員について、一時期、厚生年

金保険の資格を喪失させていたことがうかがえる。 

  ３ 申立期間③及び④について、Ａ社の複数の元同僚の証言により、申立人は

当該期間において、同社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、Ａ社に係る被保険者名簿によると、昭和 23 年４月１日に厚生年

金保険の全被保険者 92人のうち 68人（申立人が同じ所属であったと記憶す

る６人を含む。）が一斉に同被保険者資格を喪失していることが確認できる

ところ、同社の元同僚は、「昭和 23年頃に労働争議があり、当社の従業員は、

一旦、全員解雇された。」と証言している。 

    また、Ａ社の元同僚は、「昭和 23 年４月１日に解雇された従業員のうち、

Ｇ業務を担当する一部の従業員は、再度、元の職場で勤務した。」と証言し

ているところ、同社に係る被保険者名簿によると、申立人が同じ所属であっ

たと記憶する元同僚６人は、いずれも同年同月同日に厚生年金保険被保険者

資格を喪失し、その後、同資格を再取得していることが確認できるが、その



 

再取得日は同年 11月と 24年６月で被保険者により異なっている。 

    さらに、Ａ社の当時の事業主及び社会保険事務担当者は、既に死亡してお

り、申立人の申立期間③及び④における厚生年金保険の加入状況及び保険料

控除について確認することができない。 

  ４ このほか、申立人が申立期間①、③及び④において厚生年金保険（昭和

19 年５月までは、労働者年金保険）料を事業主により給与から控除されて

いたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金保険料が

控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、③及び④に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4407 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 46 年４月１日、資格喪失日に係る記録を同年７月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を３万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月１日から同年７月１日まで 

私は、昭和 46年４月１日から同年６月 30日までＡ社で臨時職員として勤

務していたが、同期間の厚生年金保険の加入記録が無いので、調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録及び申立人から提出された昭和 46 年分給与所

得の源泉徴収票から判断すると、申立人は、同年４月１日から同年６月 30 日

まで臨時職員として同社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の人事記録に記載された

当該期間に係る給料月額から、３万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の整理

番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の

記録が失われたとは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者

資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出す

る機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該

届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主か

ら当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、



 

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 46 年４月から同年６月までの保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 4408 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、昭和

44年 11月は５万 6,000円、同年 12月から 45年９月までは６万円、46年２月

から同年５月までは７万 2,000円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の当該期間の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年 10月から 46年５月まで 

             ② 平成４年９月から 12年１月まで 

    私がＡ社に勤務していた期間のうち、昭和 44年 10月から 46年５月まで

は、当時の給与明細書に記載された給与額よりも国の標準報酬月額が低くな

っており、納得できない （申立期間①）。 

また、私が代表を務めるＢ社における平成４年９月から 12年１月までの

給与月額は、55 万円程度あったはずであり、標準報酬月額は低すぎる（申

立期間②）。 

上記期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違につい

て申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそ



 

れぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①の標準報酬月額については、申立人から提出され

た給与支払明細書に記載されている厚生年金保険料控除額により、昭和 44

年 11月は５万 6,000円、同年 12月から 45年９月までは６万円、46年２月

から同年５月までは７万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関係資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無いことから、

行ったとは認められない。 

２ 一方、申立期間①のうち、昭和 44 年 10 月、45 年 10 月及び同年 11 月の

標準報酬月額については、給与支払明細書において確認できる報酬月額又は

厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額とオン

ライン記録の標準報酬月額が一致していることが確認できることから、当該

期間は、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わな

い。 

また、申立期間①のうち、昭和 45 年 12 月及び 46 年１月に係る標準報酬

月額については、給与支払明細書が確認できない上、Ａ社の元事業主は、「当

時の関連資料が保存されていないため、申立人の上記期間の報酬月額及び保

険料控除額は不明である。」と回答している。 

３ 申立期間②について、申立人は、「私が代表を務めるＢ社における申立期

間②の給与月額は 55 万円程度あったはずで、標準報酬月額は低すぎる。」

と主張している。 

しかし、申立人は、当時の給与明細書を所持していない上、「当時の関係

書類が保存されていないため、自身の申立期間②における報酬月額及び厚生

年金保険料の控除額は不明である。」と回答している。 

また、オンライン記録によると、Ｂ社では、申立期間②において申立人以

外の厚生年金保険の被保険者を確認することができないことから、申立人と

他の被保険者の標準報酬月額を比較することができない。 

さらに、Ｂ社の商業登記簿から、申立期間②当時、申立人は同社の代表取

締役であったことが確認できる上、申立人は、「申立期間②当時、私が社会



 

保険事務を担当していた。」と供述している。 

４ このほか、申立期間①のうち、昭和 45 年 12月及び 46年１月並びに申立

期間②について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間①のうち、昭和 45 年 12 月及び 46 年１月並びに

申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

なお、当委員会では、特例法に基づき記録訂正が認められるかを判断して

いるところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立

人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないこと

を知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正

の対象とすることはできない旨規定されている。 

仮に、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とができたとしても、申立人は、申立期間②当時、上記のとおり、特例法第

１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを

知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められ

ることから、申立期間②については、同法に基づく記録訂正の対象とするこ

とはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4409 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①から⑦までに係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならな

い記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成

16 年 12 月 15 日は 51 万 1,000 円、17 年３月 15 日は９万 8,000 円、18 年 12

月 15日は 47万 7,000円、19年３月 15日は 10万 4,000円、同年７月 14日は

42万円、同年 12月 14日は 49万 2,000円、20年３月 14日は 10万 5,000円に

訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 16年 12月 15日 

② 平成 17年３月 15日 

             ③ 平成 18年 12月 15日 

             ④ 平成 19年３月 15日 

             ⑤ 平成 19年７月 14日 

             ⑥ 平成 19年 12月 14日 

             ⑦ 平成 20年３月 14日 

    私が所持しているＡ事業所に係る賞与明細書において、賞与から厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、年金記録に反映されていない。調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①から⑦までの標準賞与額の相違について申し立ててい

るが、特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保



 

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の申立期間①から⑦までの標準賞与額については、申立

人が所持する賞与明細書で確認できる賞与支給額又は厚生年金保険料控除額

から、平成 16年 12月 15日は 51万 1,000円、17年３月 15日は９万 8,000円、

18年 12月 15日は 47万 7,000円、19年３月 15日は 10万 4,000円、同年７月

14日は 42万円、同年 12月 14日は 49万 2,000円、20年３月 14日は 10万 5,000

円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の申立期間①から⑦までに係る厚生年金保険料の事業主による

納付義務の履行については、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効によ

り消滅した後に、事業主が申立期間当時の事務手続を誤ったとして訂正の届出

を行っていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 4410 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①から⑥までに係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならな

い記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成

16年 12月 15日は 14万 7,000円、18年 12月 15日は 35万 8,000円、19年３

月 15日は７万 6,000 円、同年７月 14日は 30万 9,000円、同年 12月 14日は

36万 8,000円、20年３月 14日は７万 7,000円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 16年 12月 15日 

② 平成 18年 12月 15日 

             ③ 平成 19年３月 15日 

             ④ 平成 19年７月 14日 

             ⑤ 平成 19年 12月 14日 

             ⑥ 平成 20年３月 14日 

    私が所持しているＡ事業所に係る賞与明細書において、賞与から厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、年金記録に反映されていない。調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①から⑥までの標準賞与額の相違について申し立ててい

るが、特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること



 

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の申立期間①から⑥までの標準賞与額については、申立

人が所持する賞与明細書で確認できる賞与支給額又は厚生年金保険料控除額

から、平成 16年 12月 15日は 14万 7,000 円、18年 12月 15日は 35万 8,000

円、19年３月 15日は７万 6,000円、同年７月 14日は 30万 9,000円、同年 12

月 14日は 36万 8,000円、20年３月 14日は７万 7,000円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人の申立期間①から⑥までに係る厚生年金保険料の事業主による

納付義務の履行については、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効によ

り消滅した後に、事業主が申立期間当時の事務手続を誤ったとして訂正の届出

を行っていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 4411 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①から⑤までに係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならな

い記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成

16 年 12 月 15 日は 38 万 9,000 円、17 年３月 15 日は７万 4,000 円、18 年 12

月 15 日は 36 万 5,000 円、19 年３月 15 日は７万 8,000 円、同年７月 14 日は

31万 8,000円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 16年 12月 15日 

② 平成 17年３月 15日 

             ③ 平成 18年 12月 15日 

             ④ 平成 19年３月 15日 

             ⑤ 平成 19年７月 14日 

    私が所持しているＡ事業所に係る賞与明細書において、賞与から厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、年金記録に反映されていない。調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、申立期間①から⑤までの標準賞与額の相違について申し立ててい

るが、特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



 

したがって、申立人の申立期間①から⑤までの標準賞与額については、申立

人が所持する賞与明細書で確認できる賞与支給額又は厚生年金保険料控除額

から、平成 16年 12月 15日は 38万 9,000円、17年３月 15日は７万 4,000円、

18 年 12 月 15 日は 36 万 5,000 円、19 年３月 15 日は７万 8,000 円、同年７月

14日は 31万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①から⑤までに係る厚生年金保険料の事業主による

納付義務の履行については、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効によ

り消滅した後に、事業主が申立期間当時の事務手続を誤ったとして訂正の届出

を行っていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 4412 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①から⑦までに係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならな

い記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成

16年 12月 15日は 64 万 8,000円、17年３月 15日は 12万 5,000 円、18年 12

月 15日は 60万 1,000円、19年３月 15日は 13万 2,000円、同年７月 14日は

53万 2,000円、同年 12月 14日は 61万 8,000円、20年３月 14日は 13万 3,000

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 16年 12月 15日 

② 平成 17年３月 15日 

             ③ 平成 18年 12月 15日 

             ④ 平成 19年３月 15日 

             ⑤ 平成 19年７月 14日 

             ⑥ 平成 19年 12月 14日 

             ⑦ 平成 20年３月 14日 

    私が所持しているＡ事業所に係る賞与明細書において、賞与から厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、年金記録に反映されていない。調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、申立期間①から⑦までの標準賞与額の相違について申し立ててい

るが、特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保



 

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間①から⑦までの標準賞与額については、申立

人が所持する賞与明細書で確認できる賞与支給額又は厚生年金保険料控除額

から、平成 16 年 12 月 15 日は 64 万 8,000 円、17 年３月 15 日は 12 万 5,000

円、18年 12月 15日は 60万 1,000円、19年３月 15日は 13万 2,000円、同年

７月 14 日は 53 万 2,000 円、同年 12 月 14 日は 61 万 8,000 円、20 年３月 14

日は 13万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①から⑦までに係る厚生年金保険料の事業主による

納付義務の履行については、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効によ

り消滅した後に、事業主が申立期間当時の事務手続を誤ったとして訂正の届出

を行っていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の

標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 4413 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者資格の喪失日

は、昭和 21 年４月１日であると認められることから、申立期間に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、110 円とすることが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年 12月１日から 21年４月１日まで 

    私は、昭和 17 年４月１日にＡ社Ｃ工場に入社した。20 年８月 15 日終戦

により、翌日から自宅待機になったものの、同月下旬には、残務整理要員と

して、Ｃ工場に出社の指示があって以降、Ｄ事業所建設に従事し、その後Ｄ

事業所に勤務した。その後の事業所の変遷により、事業所の名称等は変更に

なったものの、１日も途切れることなく継続勤務した。厚生年金保険の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 17年４月にＡ社に入社し、終戦の翌日から自宅待機にな

ったが、20年８月下旬に同社Ｃ工場の残務整理要員として出社の指示があっ

て以降、申立期間も継続して勤務した。」と主張しているところ、申立人が保

管する 37年 11月 18日に同社から授与された表彰状には、「君は入社以来勤

続すること 20年」と記されている上、申立人が申立期間に一緒に勤務してい

た元同僚として名前を挙げた二人が、「申立期間当時、申立人と一緒に働いて

いた。」とそれぞれ証言していることから、申立人が申立期間に同社で勤務し

ていたことは推認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格喪失日が昭和 20年 12月１日であることが確認できるものの、同社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、被保険者を番号順に記載した名簿

（以下「名簿Ｅ」という。）と被保険者を氏名順に記載した名簿（以下「名簿



 

Ｆ」という。）があるが、両名簿とも、申立人に係る資格喪失日が記載されて

いない。 

一方、上記の元同僚二人が記憶する申立期間の元同僚のうち、オンライン記

録においてＡ社における資格喪失日が昭和 21年４月１日となっている二人の

被保険者記録を確認したところ、そのうちの一人は、厚生年金保険被保険者台

帳（旧台帳）では資格喪失日が同日となっていることから、同記録は継続され

ていることが確認できるものの、名簿Ｅ及び名簿Ｆとも資格喪失日の記載は無

く、他の一人は、旧台帳の資格喪失日は申立人と同一日となっており同記録は

継続していない上、両名簿にも資格喪失日の記載が無いにもかかわらず、オン

ライン記録の資格喪失日は 21年４月１日となっているなど、記録管理に不自

然な点が見られる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 20年 12月１日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的理由はなく、当該喪失処理に係る記録は有効

なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、元同僚の証言から

21年４月１日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 20年

11月の保険出張所（当時）の記録から、110円とすることが妥当である。 

 

 



 

兵庫国民年金 事案 2772 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 16 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年３月 

    私は、平成 11 年４月からＡ事業所のＢ職として勤め始めた。その勤務期

間は４月１日から翌年３月 30 日までであり、３月については国民年金への

変更手続を行うようにとの指示も受けていたのに、申立期間の国民年金保険

料の納付記録が無いことを知った。申立期間について、送られてきた納付書

で郵便局又はコンビニエンスストアで保険料を納付した記憶があるので、詳

しく調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、送付されてきた納付書で申立期間の国民年金保険料を納付したと

主張している。 

   しかしながら、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付するには、国民年

金被保険者資格を再取得することが必要であるが、オンライン記録において、

申立人は、平成 15 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得したことに

伴い、国民年金被保険者資格を喪失し、以後、同資格を再取得した記録は見当

たらず、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、申立人は、申立期間の保

険料を納付できなかったものと考えられる。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2773 
 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年５月から同年７月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年５月から同年７月まで 

    私は、20 歳になったら必ず国民年金に加入し、国民年金保険料を納付す

るものと思い、学生時代から納付してきた。社会人になって失業した時も、

毎回、国民年金及び健康保険の手続を行い、保険料を納めていた。 

    平成９年５月に会社を退職後、同年８月に次の会社に再就職するまでの間

に、自分で国民年金の再加入手続をＡ市Ｂ役所で行った。その際、年金手帳

の「国民年金の記録（１）」の２行目に父親が間違って記入した内容の訂正

を受けたことを覚えている。 

    申立期間の保険料は、送付されてきた納付書により私又は母親がＢ役所又

は金融機関で３か月分をまとめて納付した。納付する意思を持って手続を行

ったため、納付を忘れたり、納付できなかったとは考えられない。詳しく調

査して、記録を回復してほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年５月の退職後、同年８月に再就職するまでの間に自身で

国民年金の再加入手続を行い、その後、送付されてきた納付書で申立期間の国

民年金保険料をまとめて納付したと主張している。 

   しかしながら、申立人の所持する年金手帳を見ると、国民年金の被保険者資

格取得日が平成９年８月18日から同年５月21日に訂正されていることが確認

できるが、同年８月 18 日は申立人が厚生年金保険の被保険者となった日であ

り、当該日付を訂正することができるのは同日以降となることから、同年５月

の退職後、次の就職までの間に国民年金の再加入手続を行ったとする申立内容

とは符合しない。 

   また、オンライン記録おいて、申立期間の国民年金保険料を現年度納付又は

過年度納付したとする記録は見当たらない上、当該期間に係る納付書はコンピ

ューターにより作成され、ＯＣＲ（光学式文字読取機）により入力処理される

ものであることから、納付記録が漏れたとも考え難い。 



 

   さらに、申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2774 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12年４月から同年６月までの期間、13年４月、14年 11月及

び 15 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 12年４月から同年６月まで 

             ② 平成 13年４月 

             ③ 平成 14年 11月 

             ④ 平成 15年３月 

    私は、国民年金保険料を納め始めた時期が遅かったので、国民年金に加入

した際に２年前まで遡って納付した。その後も保険料の納め忘れが無いよう

に気を付けていたので、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付してきたと主

張している。 

   しかしながら、申立期間①及び②について、国民年金保険料納付の前提とな

る申立人の基礎年金番号は平成９年２月に付番されており、当該期間の保険料

を現年度納付又は過年度納付することが可能であったものの、申立人に係るＡ

市の国民年金収滞納一覧表及び国民年金過年度収滞納一覧表において当該期

間は空欄となっており、保険料を現年度納付又は過年度納付したとする記録は

見当たらず、オンライン記録と一致する。  

   また、申立期間③及び④について、申立人に対して平成 15年８月 12日付け

で納付書が作成された記録がオンライン記録で確認でき、当該期間の過年度納

付書が作成されたことが推認されるものの、国民年金保険料を納付したとする

記録は見当たらない。 

   なお、Ｂ金融機関から提出された申立人の預金口座における国民年金保険料

の振替履歴を見ると、申立期間①、②、③及び④共に保険料の振替記録は見当



 

たらない上、申立期間③及び④の間の平成 14年 12月から 15年２月までにつ

いても保険料の振替記録は無く、オンライン記録において、当該期間の保険料

を 15年５月及び同年６月に過年度納付していることが確認できる。 

   さらに、申立期間①、②、③及び④に係る納付書はコンピューターにより作

成され、ＯＣＲ（光学式文字読取機）により入力されることから、納付記録が

漏れたとも考え難い上、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2775 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10 年８月及び同年９月、12 年４月及び同年５月並びに 12 年

12 月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女   

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10年８月及び同年９月 

             ② 平成 12年４月及び同年５月 

             ③ 平成 12年 12月  

    私は、国民年金のことで市役所に相談に行ったところ、65 歳まで国民年

金保険料を納付しても、受給資格期間の 25 年を満たすのがぎりぎりであっ

たので、２年前まで遡って納付した。その後も保険料の納め忘れが無いよう

に気を付けていたので、申立期間が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してきたと主張し

ている。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の基礎年金番号は平

成 11 年１月に付番されており、申立期間①、②及び③の保険料を現年度納付

又は過年度納付することが可能であったが、申立人に係るＡ市の国民年金収滞

納一覧表及び国民年金過年度収滞納一覧表において当該期間は空欄となって

おり、保険料を現年度納付又は過年度納付したとする記録は見当たらず、オン

ライン記録と一致する。 

   また、オンライン記録の振替記録から、申立人は、平成 12 年７月の分より

国民年金保険料の口座振替を行っていることが推認できるものの、申立人が口

座振替を行っていた金融機関の流動性預金明細書（12年８月から 13年２月ま

で）を見ると、申立期間③である 12年 12月の保険料が口座振替された記載は

見当たらない。 

   さらに、申立期間①、②及び③に係る納付書はコンピューターにより作成さ



 

れ、ＯＣＲ（光学式文字読取機）により収納されることから、納付記録が漏れ

たとも考え難い上、申立人が当該期間に係る国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2776 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12年５月から 13年３月までの国民年金保険料については、学

生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

   また、申立人の平成 15年４月から 17年３月までの国民年金保険料について

は、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 12年５月から 13年３月まで 

             ② 平成 15年４月から 17年３月まで 

    私は、20歳（平成 12年＊月）になった当時、大学生で、学生納付特例制

度があることを聞いたので、すぐにＡ市役所で手続を行い、承認を受けた（申

立期間①）。 

    また、平成 15 年５月にＢ市に転居し、転入手続や国民年金の手続を行っ

た際、保険料の免除制度があることを教えてもらい、その場で申請を行った。

免除の申請は毎年必要と聞いたので、平成 16 年度についても申請を行った

（申立期間②）。 

    申立期間の記録が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①について、国民年金保険料の学生納付特例の申請を行

って納付猶予されており、申立期間②について、保険料の免除申請手続を行っ

て免除されていたと主張している。 

   しかしながら、申立期間①について、申立人が国民年金保険料の学生納付特

例の承認を得るためには、市役所で学生納付特例の申請を行う必要があるが、

Ａ市の国民年金マスターチェックリストの資格履歴欄には、申立人は、平成

13 年８月３日に国民年金の加入に係る届出を行っていることが確認できる上、

オンライン記録において、申立人の被保険者資格の取得理由欄は当初、「20

歳到達」とされていたところ、同年８月 22 日付けで「学生」と訂正されてい

ることが確認できることから、この時点まで学生として取り扱われていなかっ



 

たものと推認でき、申立人は、過年度となる申立期間①の保険料を学生納付特

例により納付猶予されていなかったものと考えられる。 

   また、申立期間②について、Ｂ市の住民基本台帳によると、申立人は、平成

15年７月 14日に転入届が提出されていることが確認できることから、当該時

点で免除申請を行ったとしても、制度上、免除の始期は同年６月となり、同年

４月から免除されていたとする申立内容と符合しない上、オンライン記録にお

いて、申立期間②に係る免除申請記録及び免除承認記録は見当たらない。 

   さらに、オンライン記録の納付督励事蹟
じ せ き

によると、申立人に対して、平成

18 年７月及び同年８月に戸別訪問（不在）を行い、国民年金保険料の納付勧

奨が行われていることが確認でき、申立人は、17 年４月以降について既に保

険料が全額免除されていることから、平成 16 年度において保険料の未納期間

があったものと推認される。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を学生納付特例により

納付猶予及び免除されていたことを示す関連資料（免除承認通知書等）は無く、

ほかに当該期間の保険料を納付猶予及び免除されていたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を学生納付特例により納付猶予及

び免除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫国民年金 事案 2777 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12年３月、13年３月及び同年７月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 12年３月 

② 平成 13年３月 

③ 平成 13年７月 

    私が国民年金の加入手続を行った際、２年遡って国民年金保険料を納付で

きることを教えられた。加入して以降の保険料は口座振替で納付していたが、

遡って納付する分については納付書が 30 枚ぐらい送られてきたので、納期

限に近いものから保険料を納付した。記録を確認したところ、遡って保険料

を納付した３か月（３回分）の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 14 年４月頃に市役所支所で国民年金の加入手続を行い、自

宅に送付された納付書で、申立期間の国民年金保険料を遡って納付したと主張

している。 

   しかしながら、申立期間①について、国民年金保険料納付の前提となる申立

人の基礎年金番号は、平成 14 年５月１日に付番されていることがオンライン

記録で確認でき、同番号の後の被保険者で同年４月 30 日に免除申請している

者が確認できることから、申立人は、この頃に国民年金の加入手続を行ったも

のと推認されるものの、申立人が当該期間の保険料を時効とならず過年度納付

するためには、同日中に金融機関で納付する必要があり、後日、送付されてき

た納付書で納付したとする申立内容から判断すると、当該期間は、既に時効に

より保険料を納付できなかったものと考えられる。 

   また、申立人の母親（国民年金は未加入）に係る平成 14 年分の確定申告書

（控え）の国民年金保険料欄には、24か月分の保険料額（31万 9,200円）が



 

記載されているものの、申立人が、同年中に納付した過年度保険料及び現年度

保険料は計 15 か月であることがオンライン記録で確認でき、当該期間に申立

期間①（１か月）を含めて算出した金額とも一致しない。 

   さらに、申立期間②及び③について、当該期間の前後の国民年金保険料は平

成 15 年に納付されていることが確認できるところ、申立人の母親の確定申告

書（控え）には、同年分について国民年金保険料の記載が無く、オンライン記

録においても未納とされており、申立人が当該期間の保険料を納付したとする

形跡は見当たらない。 

   加えて、上記の確定申告書（控え）以外に、申立人が申立期間①、②及び③

の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿等）は無く、ほかに

当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2778 
 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年４月から９年２月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 
 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 50年生 

        住    所 ：  
 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 平成８年４月から９年２月まで 

        私が 20歳になったときから、平成 11年に就職するまでの国民年金保険料

は、母親が全て納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと

主張している。 

   しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿によると、国民年金保険料納付

の前提となる申立人の基礎年金番号は、平成９年２月に払い出されており、申

立人が所持する年金手帳の交付日は同年１月 24 日と記載されていることから、

この頃に申立人の加入手続が行われたものと推認され、申立期間の保険料を現

年度納付又は過年度納付することが可能であったが、オンライン記録において、

申立期間前の７年２月から８年３月までの保険料を過年度納付したことは推

認できるものの、申立期間の保険料を現年度納付又は過年度納付したとする記

録は見当たらない。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする時期は、基礎年

金制度が導入された平成９年１月以降であり、当該時期における保険料の納付

書はコンピューターにより作成され、ＯＣＲ（光学式文字読取機）により入力

処理されることから、保険料の納付記録が漏れたとも考え難い。 

   さらに、申立人の母親及び申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2779 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 44年５月から同年 10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 24年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 44年５月から同年 10月まで 

        私は 20 歳になった頃、アルバイトをしており、国民年金の加入手続に行

けなかったため母親がＡ市Ｂ役所で加入手続を行い、その後、結婚するまで

国民年金保険料を納付してくれたと聞いているが、母親は亡くなっているた

め、詳しいことは分からない。 

最近になって、申立期間後の昭和 53 年２月及び同年３月の記録が未納

から納付済みへと訂正されたこともあり、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった頃、申立人の母親が国民年金加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を納付してくれていたはずであると主張している。 

   しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿によると、国民年金保険料納付

の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 44 年９月に払い出されて

おり､同時期における任意加入被保険者の資格取得日が同年 11月 21日である

ことから、この頃に申立人の加入手続が行われたものと推認され、申立期間の

保険料を現年度納付又は過年度納付することが可能であったが、Ａ市の国民年

金被保険者名簿において申立期間に係る現年度納付記録は見当たらず、当時の

国民年金被保険者台帳である特殊台帳においても過年度納付記録は見当たら

ない。 

   なお、申立人と同日に連番で国民年金手帳記号番号が払い出されている申立

人の兄も、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳において、昭和 44年 11

月から納付開始となっていることが確認できる。 

   また、申立人の氏名について複数の読み名検索を行うも､上記とは別の国民



 

年金手帳記号番号は見当たらない上、申立人の母親及び申立人が申立期間の国

民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2780 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53年 10月から 56年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53月 10月から 56年３月まで 

    私は、昭和 52 年に学校卒業後、自宅で両親と共に自営業を営んでいた。

両親は共に国民年金に加入していたので、私が 20 歳になったときに経理を

担当していた母親が市役所で加入手続を行い、その後、３人分の国民年金保

険料を納付していた。申立期間の保険料について未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった際、申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 56 年５月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出

簿で確認できることから、この頃に申立人の加入手続が行われたものと推認さ

れ、この時点では、申立期間のうち、54 年３月以前は既に時効により保険料

を納付できない期間であり、申立人の母親は、当該期間の保険料を納付できな

かったものと考えられる。 

   また、申立人の国民年金加入手続が行われた上記の時点では、昭和 54 年４

月以降の国民年金保険料を過年度納付することが可能であったが、申立人の当

時の国民年金被保険者台帳である特殊台帳において、当該期間の保険料を過年

度納付したとする記録は見当たらず、申立人から保険料を遡って納付したとの

主張も無い。 

   さらに、申立人の氏名について複数の読み名で検索を行うも、上記とは別の

国民年金手帳記号番号は見当たらない上、申立人の母親及び申立人が申立期間

の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は



 

無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2781 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年３月 

    母親が、平成４年＊月頃、Ａ市役所で私の国民年金の加入手続を行い、私

が 20 歳となった同年＊月から大学を卒業する７年３月まで、同市役所で国

民年金保険料を毎月納付してくれていた。申立期間の保険料は母親が納付し

てくれたはずであるので、調査してほしい。 

    なお、申立期間の国民年金保険料を納付していたことが記載されている父

親の確定申告書（控え）を提出する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が、平成４年＊月頃、Ａ市役所で申立人の国民年金の加

入手続を行い、申立人が 20 歳となった同年＊月から申立期間である７年３月

まで、同市役所で国民年金保険料を毎月納付してくれていたと主張している。 

   しかしながら、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿では、申立期間の

国民年金保険料は未納とされており、オンライン記録とも一致する上、申立人

については、平成７年８月８日に、市役所において納付することができない過

年度納付書が社会保険事務所（当時）から発行されていることがオンライン記

録により確認でき、当該納付書が発行された時点では、申立期間の保険料は未

納であったものと考えられ、申立内容とは符合しない。 

   なお、申立人の両親については、上記と同時期である平成７年８月に過年度

納付書が発行されていることがオンライン記録により確認でき、当該納付書は

同年２月及び同年３月のものと推認されるものの、当該期間については同年９

月４日に国民年金保険料の申請免除期間とされていることが確認できる。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付した根拠として、申立人

の父親に係る平成７年分の確定申告書（控え）の社会保険料控除欄に 18 万



 

7,000円の国民年金保険料が計上されていることを挙げているが、申立人の両

親については、同年には申請免除期間として国民年金保険料を納付していない

ことが確認できることから、計上額は実際の納付額とは大幅に異なる上、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 2782 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年２月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年２月から平成元年３月まで 

    私は、20歳になったことを契機に、昭和 62年＊月頃、Ａ市役所Ｂ支所で

国民年金の加入手続を行い、現在所持している年金手帳の交付を受け、申立

期間の国民年金保険料については、毎月欠かさず自宅で集金人に納付してい

たので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 62年＊月頃、Ａ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手続を行い、

現在所持している年金手帳の交付を受け、申立期間の国民年金保険料について

は、毎月欠かさず集金人に納付していたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号

番号は、平成元年 12 月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出

簿により確認でき、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿の異動年月欄に

も「１.12」と記載されていることから、この時期に申立人の国民年金の加入

手続が行われたものと推認でき、申立内容とは符合しない上、この時点では、

申立期間の一部は既に時効により保険料を納付することができない。 

   また、オンライン記録により、申立人については、平成２年７月７日に過年

度納付書が発行されており、同年８月から３年 12 月にかけて、元年４月から

同年 11 月までの国民年金保険料を６回に分けて過年度納付していることが確

認できるものの、申立期間の保険料については納付が確認できず、Ａ市の国民

年金過年度収滞納一覧表においても未納となっている。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人の氏名を複数の読み



 

方で検索したが、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4414 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 32年２月１日から同年５月 15日まで 

         ② 昭和 48年１月から同年 11月 30日まで 

         ③ 昭和 48年 12月１日から 50年６月 30日まで 

私は、申立期間①はＡ社、申立期間②はＢ社、申立期間③はＣ社（現在は、

Ｄ社）で勤務していた。国（厚生労働省）の記録では、申立期間①、②及び

③についての厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の具体的な供述から、申立人が、申立期間①に

おいて、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事務センターは、「適用事業所名簿を検索した結果、Ａ社が

厚生年金保険適用事業所であったことを確認できない。」と回答している上、

申立人は、「Ａ社は事業主を除けば従業員は自分だけであった。」と供述して

いることから、当時、当該事業所は厚生年金保険法の適用を受ける必要の無い

非適用事業所であったことが考えられる。 

また、Ａ社の所在地を管轄する法務局は、「法人登記簿に該当する法人は見

当たらない。」と回答している上、当時の事業主の所在が不明であることから、

申立人の当該事業所における厚生年金保険の加入状況について確認すること

ができない。 

さらに、公共職業安定所は、「申立期間①について、雇用保険の被保険者記

録は見当たらない。」と回答している。 

申立期間②について、申立人の具体的な供述及び元同僚の証言から、申立人

が、申立期間②において、Ｂ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事務センターは、「適用事業所名簿を検索した結果、Ｂ社が



 

厚生年金保険適用事業所であったことを確認できない。」と回答している上、

当時の事業主は既に死亡していることから、申立人の当該事業所における厚生

年金保険の加入状況について確認することができず、Ｂ社における上記の元同

僚は、「Ｂ社に係る私の厚生年金保険被保険者記録も確認できない。」と供述

している。 

また、Ｂ社の所在地を管轄する法務局は、「法人登記簿に該当する法人は見

当たらない。」と回答している。 

さらに、公共職業安定所は、「申立期間②について、雇用保険の被保険者記

録は見当たらない。」と回答している。 

申立期間③について、申立人の具体的な供述から、申立人が、申立期間③に

おいて、Ｃ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所が厚生年金保険適用事

業所になったのは昭和 51年９月 25日であり、申立期間③は適用事業所になる

前の期間である。 

また、Ｃ社の申立期間③当時の事業主は既に死亡している上、同社は、「当

時の届出、納付関係の資料を保管していないため、当時の状況は不明である。」

と回答しており、申立人の厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

さらに、Ｃ社が厚生年金保険適用事業所になった日（昭和 51年９月 25日）

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、かつ、生存・所在地がオンライン記

録により確認できた二人に照会したところ、一人から回答があり、「私の在籍

期間は、昭和 51年４月から同年 12月までであるが、厚生年金保険の加入は事

業所が新規適用となった日からである。」と供述している。 

加えて、公共職業安定所は、「申立期間③について、雇用保険の被保険者記

録は見当たらない。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4415 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①、③、⑤、⑦及び⑧について、厚生年金保険被保険者

として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 

また、申立人は、申立期間②、④、⑥及び⑨について、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年５月から同年８月１日まで 

             ② 昭和 40年 10月１日から同年 11月 30日まで 

             ③ 昭和 40年 11月 30日から 41年４月１日まで 

             ④ 昭和 41年４月１日から同年 11月８日まで 

             ⑤ 昭和 41年 12月 10日から 42年２月１日まで 

             ⑥ 昭和 42年２月１日から 43年５月 11日まで 

             ⑦ 昭和 43年５月 11日から 44年３月１日まで 

             ⑧ 昭和 44年 10月 28日から 45年１月６日まで 

             ⑨ 昭和 46年 10月１日から 59年３月１日まで  

    申立期間①及び③はＡ社、申立期間⑤はＢ社、申立期間⑦及び⑧はＣ社に

勤務していたにもかかわらず、年金の記録が無い。また、各事業所で勤務し

た一部の期間（申立期間②、④、⑥及び⑨）について、オンラインで記録さ

れている標準報酬月額が実際の給与支給額と相違しているので記録を訂正

してほしい。  

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「昭和 39 年５月からＡ社で勤務してい

た。」と主張している。 

    しかしながら、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

元事業主も死亡していることから、申立人の申立期間①における勤務実態及



 

び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

    また、Ａ社において、申立人と同日（昭和 39 年８月１日）に厚生年金保

険の被保険者資格を取得している者を二人確認できるものの、いずれも連絡

先不明のため、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険の加

入状況について証言を得ることができない。 

    さらに、申立期間①当時の事務担当者は、「従業員の中には社会保険料を

負担することを嫌い、社会保険に加入しない者もいた。加入しない者の給与

から保険料は控除しないと思う。」と証言していることから、同社では、全

ての従業員について厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことが

うかがえる。 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「給与は５万円以上あった。」と主張して

いる。 

    しかしながら、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

元事業主も死亡している上、申立人は、申立期間②に係る給与明細書等を保

有していないことから、申立人の当該期間における報酬月額及び保険料控除

額について確認することができない。 

    また、オンライン記録により、当該事業所において、昭和 40年 10月に定

時決定していることが確認できる被保険者８人の標準報酬月額の推移につ

いて確認したところ、申立人の標準報酬月額のみが他の同僚の取扱いと異な

り低額である事情は見当たらない。 

    さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確認し

ても、申立人の標準報酬月額の記録が遡って訂正された形跡は無く、不自然

な点は見当たらない。 

  ３ 申立期間③について、申立人は、「Ａ社に継続して勤務していた。」と主張

している。 

    しかしながら、Ａ社は昭和 40年 11 月 30日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、申立期間③当時は、同社が厚生年金保険の適用事業所

ではない期間である。 

    また、申立人が申立期間③後に厚生年金保険被保険者資格を取得している

Ｄ社において、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 41 年４月１

日に申立人と同様に同被保険者資格を取得している元同僚は、「私がＤ社に

入社した時、既に申立人は勤務していた。」と証言している上、オンライン

記録によると、申立人と同様、Ａ社に係る同被保険者資格を喪失後、Ｄ社に

おいて同被保険者資格を取得している者は、申立人を除き３人確認できるが、

いずれもＡ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった 40年 11 月 30日

に同被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

    さらに、上記３人のうち、連絡先の判明した一人に照会したものの、申立

人の申立期間③における勤務実態及び厚生年金保険の加入状況については、



 

「分からない。」と回答している上、Ａ社及びＤ社は、いずれも既に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなっており、両社の元事業主も連絡先不明又は

死亡していることから、申立人の申立期間③における勤務実態及び厚生年金

保険の加入状況について確認することができない。 

  ４ 申立期間④について、申立人は、「給与は７万円から８万円あった。」と主

張している。 

    しかしながら、Ｄ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

同社の元事業主も死亡している上、申立人は、申立期間④に係る給与明細書

等を保有していないことから、申立人の当該期間における報酬月額及び保険

料控除額について確認することができない。 

    また、申立期間④において、厚生年金保険被保険者記録を有する元従業員

（営業）によると、「給与は生活するのがやっとくらいの金額だったと記憶

しており、自分自身の標準報酬月額は、ほぼ間違いない。」と証言している。 

    さらに、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）

を確認しても、申立人の標準報酬月額が遡って訂正された形跡は無く、同社

において厚生年金保険被保険者記録を有する申立人を含む 15 人の標準報酬

月額を確認しても、申立人の標準報酬月額のみが他の同僚の取扱いと異なり

低額である事情は見当たらない。 

  ５ 申立期間⑤について、申立人は、「Ｂ社で勤務していた。」と主張している。 

    しかしながら、Ｂ社は既に解散している上、元事業主も死亡していること

から、申立人の申立期間⑤における勤務実態及び厚生年金保険の加入状況に

ついて確認することができない。 

    また、Ｂ社における被保険者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業

所となった日に被保険者資格を取得している 10 人のうち９人が、同社で被

保険者資格を取得する直前において、Ｅ事業所で厚生年金保険の被保険者資

格を取得していることが確認でき、両事業所で事務を担当していた元従業員

によると、「社会保険関係の届出及び給与事務は申立人の兄がしていた。言

われたとおりに給与計算をし、給与袋にお金を詰めていたが、厚生年金保険

に加入していない者の給与から厚生年金保険料を控除することはないと思

う。」と証言している。  

    さらに、Ｂ社において申立人と同日（昭和 42 年２月１日）に厚生年金保

険の被保険者資格を取得している者を４人確認でき、連絡先の判明した一人

に照会したものの、回答が得られず申立人の申立期間⑤における勤務実態及

び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

  ６ 申立期間⑥について、申立人は、「給与は、７万円から８万円あった。」と

主張している。 

    しかしながら、Ｂ社は既に解散しており、元事業主も死亡している上、申

立人は、申立期間⑥に係る給与明細書等を保有していないことから、申立人



 

の当該期間における報酬月額及び保険料控除額について確認することがで

きない。 

    また、Ｅ事業所及びＢ社において事務を担者していたとする元従業員によ

ると、「社会保険関係の届出及び給与は事業主である申立人の兄がしていた。

指示されたとおりに給与計算をしていたが、私の記録に間違いはない。」と

証言している。 

    さらに、申立人と同職種であった複数の同僚の標準報酬月額は、申立人と

同額又はほぼ同額であることが確認でき、申立人の標準報酬月額のみが他の

同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見当たらない。 

  ７ 申立期間⑦について、申立人は、「Ｃ社に勤務していた。」と主張している。 

    しかしながら、商業登記簿謄本によると、Ｃ社の設立日は昭和 44 年１月

＊日である上、オンライン記録によると、同社が厚生年金保険の適用事業所

となった日は同年３月１日であることが確認できることから、申立期間⑦は、

厚生年金保険の適用事業所となる前の期間であり、当該期間の一部の期間は、

同社の会社設立前の期間である。 

    また、Ｃ社は既に解散しており、元事業主も死亡していることから、申立

人の申立期間⑦における勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確

認することができない。 

    さらに、Ｃ社において、申立人と同日に厚生年金保険の被保険資格を取得

している７人のうち、申立人を除く３人がいずれもＢ社が厚生年金保険の適

用事業所ではなくなった月である昭和 43 年５月に同被保険者資格を喪失し

ているところ、当該３人のうち、連絡先の判明した二人に照会し、一人から

回答があったものの、当時のことを記憶しておらず、申立人の申立期間⑦に

おける勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について証言を得ることがで

きない。 

  ８ 申立期間⑧について、申立人は、「Ｃ社に継続して勤務していた。」と主張

しているところ、当該期間当時、同社において厚生年金保険の被保険者記録

を有する４人に照会し、２人から回答があったものの、申立人の当該期間に

おける勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について証言を得ることがで

きない。  

 また、Ｃ社に係る被保険者名簿によると、申立人の申立期間⑧前後に係る

健康保険証の整理番号は異なっている上、申立人が昭和 44年 10 月 28日に

同社に係る被保険者資格を喪失した際に、健康保険証を返納した記載が確認

できる。 

    加えて、申立人がＣ社において昭和 45 年１月６日付けで厚生年金保険の

被保険者資格を再取得した際の同被保険者台帳記号番号は、44 年３月１日

付けで取得した際の記号番号とは異なっており、同被保険者台帳記号番号払

出簿によると、再取得した際の記号番号は、45年１月 22日付けで払い出さ



 

れていることが確認できる。 

  ９ 申立期間⑨について、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について

申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、当該期間のうち、昭和 54年１月から 57 年 12月までの標準

報酬月額については、申立人から提出されたＣ社における 54年分、55年分、

56年分及び 57年分の所得税の確定申告書から、給与支払金額はそれぞれ申

立人の主張する標準報酬月額に見合う報酬が支払われていたことが推認で

きるものの、上記の確定申告書に記載されている「社会保険料控除欄」の金

額を基に算出した標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額とおおむ

ね一致していることが確認できることから、特例法の保険給付の対象には当

たらないため、あっせんは行わない。 

    また、申立期間⑨のうち、昭和 46年 10月から 53年 12月までの期間及び

58年１月から 59年２月までの期間について、申立人は、源泉徴収票及び給

与明細書等を保有していない上、Ｃ社は既に解散しており、元事業主も死亡

していることから、申立人の当該期間における報酬月額及び保険料控除額に

ついて確認することができない。 

    さらに、Ｃ社に係る被保険者名簿を確認しても、申立人の標準報酬月額が

遡って訂正された形跡は無く、不自然な点は見当たらない。 

  10 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①、③、⑤、⑦及び⑧について、申立人が厚生年金保険被保険者とし

て、厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。  

 また、申立期間②、④、⑥及び⑨について、申立人がその主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4416 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年９月頃から 23年４月頃まで 

② 昭和 25年 10月頃から 26年３月頃まで 

    私は、昭和 21 年９月頃、当時のＡ県水産試験場（現在は、Ａ県立Ｂセン

ター）所有の「Ｃ丸」又は「Ｄ丸」に乗組員として乗船し、23 年４月頃に

下船した。 

また、昭和 25 年 10 月頃に前述の「Ｃ丸」に乗組員として乗船し、26 年

４月に、同船はＡ県Ｅ会に移管されたが、直前の同年３月に下船した。 

当時の私の身分は不明であるが、仮に非常勤職員であったとしても船員と

いう危険な職務に従事していたにもかかわらず、当該期間の船員保険の加入

記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間①及び②において、Ａ県水産試験場が所有していたＣ

丸又はＤ丸に乗船していた。」と主張している。 

しかしながら、Ａ事務センターは、「Ａ県水産試験場が所有するＣ丸又はＤ

丸については、申立期間において、船員保険の適用船舶であった記録は確認で

きない。なお、同試験場の所有する船舶の船員保険被保険者記録は、昭和 19

年５月６日以後は確認できない。」と回答している。 

また、Ａ県立Ｂセンターは、「申立人の申立期間①に係る資料は保存してお

らず、昭和 25 年９月の当県水産試験場の『Ｃ丸乗務員採用についての伺』に

添付されていた申立人から提出のあった履歴書を見ると、職歴欄に、『昭和

20年 10月にＦ市Ｇ事業所入社、22年４月退職』と記載されていることが確認

できることから、申立人は、申立期間①には、当センターには在籍していなか

ったものと考えられる。また、申立期間②についても、同伺により、当時、Ｈ



 

事務局に貸与していたＣ丸に25年９月30日付で採用したとの記載が確認でき

るものの、申立期間当時の船員保険関係資料は保存していない。」と回答して

いる上、Ｈ事務局は、「『水産庁Ｈ事務局 10年史（昭和 36年）』及び『事務

局のあゆみ（27年５月）』を見ると、25年度から 31年９月までの間、Ｃ丸を

当局の管轄海域の漁業取締りの用船として使用していたことは確認できるも

のの、当該資料以外は保存していないため、Ｃ丸に乗船していた船員の船員保

険への加入状況等については確認できない。」と回答していることから、申立

人の申立期間①及び②における船員保険の加入状況等について確認すること

ができない。 

さらに、申立人がＣ丸の乗船員として名前を挙げている複数の同僚について

は、申立期間①及び②における船員保険の加入記録は確認できない上、当該同

僚の連絡先が判明しないことから、同僚調査を行えず、申立人の申立期間①及

び②における勤務実態等について確認することができない。 

このほか、申立期間①及び②における船員保険料を事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間①及び②に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4417 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年４月から 24年５月 20日まで 

             ② 昭和 26年３月 15日から同年５月 17日まで 

    私は、昭和 23年４月からＡ事業所内にあるＢ店に勤務し、Ｃなどの仕事

に約２年間従事していたが、同年同月から 24年５月 20日までの厚生年金保

険の加入記録が無い（申立期間①）。 

その後、時期はよく分からないが、Ａ内のＤ部に移り、昭和 29年４月ま

でＤの業務に従事していたが、26年３月 15日から同年５月 17日までの厚

生年金保険の加入記録が無い（申立期間②）。 

上記期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ事業所内にあるＢ店に勤務していたとする元同僚

の証言から、期間の特定はできないものの、申立人が、申立期間①において

上記Ｂで勤務していたことは推認できる。 

しかし、「Ｅ労務者に対する健康保険法及び厚生年金保険法の適用に関す

る件」（昭和 23 年 12 月１日付け保発第 92 号）により、Ｅにおいて勤務す

る日本人労働者に対して社会保険制度が適用となったのは 24 年４月１日以

降であり、申立期間①のうち、23 年４月から 24 年４月１日までの期間は、

関係事業所が厚生年金保険法の適用事業所となる前の期間である。 

また、上記の元同僚からは、申立人の申立期間①における厚生年金保険の

加入状況及び保険料控除についての証言を得ることができない。 

２ 申立期間②について、申立人が当該期間の前後に所属していたＦ事業所及

びＧ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立人の前

後３ページに記載され、申立期間②において厚生年金保険の加入記録を有す



 

る 11 人に文書照会したが、回答のあった７人は、いずれも申立人のことを

記憶していない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、申立人は、

申立期間②直前の昭和26年３月15日にＦ事業所で同被保険者資格を喪失し、

その後、別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で同年５月 17 日にＧ事業

所で同資格を再取得していることが確認できる。 

３ 申立期間①及び②について、県に保存されている関係書類を調査したが、

申立人の厚生年金保険の加入状況及び保険料控除について確認することが

できない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはで

きない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4418 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年 11月 17日から同年 12月 20日まで 

             ② 昭和 49年 12月 20日から 50年４月２日まで 

 私は、昭和 49年４月 12日にＡ県Ｂ課に日々雇用職員として採用され、同

年８月 10 日に退職した。その後、同年同月 21 日に同事業所に再雇用され、

同年 12月 20日に退職した。 

しかしながら、昭和 49年 11月 17日から同年 12月 20日までの期間（申

立期間①）について、厚生年金保険の加入記録が無く、納得できない。 

また、私は、昭和 49年 12月 20日にＡ県Ｂ課を退職後、同日付けで、Ｃ

事業所に日々雇用職員として採用され、50年８月２日に退職した。 

しかしながら、昭和 49年 12月 20日から 50年４月２日までの期間（申立

期間②）について、厚生年金保険の加入記録が無く、納得できない。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「昭和 49年８月 21日にＡ県Ｂ課に日々

雇用職員として再雇用され、同年 12月 20日に退職した。」と主張している

ところ、申立人から提出を受けたＡ県発行の「履歴書」には、「日々雇用職

員台帳」に上記期間の記載がある旨、証明していることが確認できる。 

    しかしながら、Ａ県Ｄ課から提出を受けた「日々雇用職員台帳」の記載に

よると、申立人の同県Ｂ課における雇用承認期間は、昭和 49年４月 12日か

ら同年８月 10日までの期間及び同年同月 21日から同年 12月 20日までの期

間とされていることから、履歴書記載の内容は、「日々雇用職員台帳」の雇

用承認期間を転記したものと考えられる。 



 

    また、申立人に係る雇用保険被保険者記録によると昭和 49年８月 21日に

Ａ県Ｅ課に係る被保険者資格を取得し、同年 11月 16日に離職していること

が確認できる。 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 49年 12月 20日にＣ事業所に日々

雇用職員として採用され、50年８月２日に退職した。」と主張しているとこ

ろ、オンライン記録により、申立期間②において、Ｃ事業所又はＦ事業所（県

庁内に事務所が置かれた、会長を県知事とする事業所）に係る厚生年金保険

の被保険者記録が確認できる 10 人のうち、連絡先が判明した７人に照会し

たところ、６人から回答があり、そのうちの一人は、「申立人は、49 年 12

月の中旬頃に入職してきた。入職前は、県のＧ関係での勤務経験がある方だ

ったと記憶している。」と証言している。 

    しかしながら、申立人から提出を受けた前記の「履歴書」及び、Ａ県Ｄ課

から提出を受けた「日々雇用職員台帳」によると、申立人のＣ事業所におけ

る雇用承認期間は、昭和 50 年４月２日から同年８月１日までとされている

ことが確認できる。 

    また、申立人に係る雇用保険被保険者記録によると、申立期間②における

同被保険者記録は確認できないところ、昭和 50 年４月２日に事業所名は不

明ながら、Ａ県内の事業所において同被保険者資格を取得し、同年８月１日

に離職していることが確認できる。 

    さらに、Ｃ事業所及びＦ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

を確認したが、申立期間②において、被保険者資格を取得している者の中に

申立人の氏名は確認できない。 

  ３ 加えて、Ｆ事業所は、既に解散されており、申立人の申立期間①及び②に

係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認することができな

い。 

    また、Ａ県Ｄ課は、申立人の申立期間①及び②に係る勤務実態及び厚生年

金保険料の控除について「出勤簿、賃金台帳等の関係資料が現存していない

ため、不明である。」と回答しており、申立人の当該期間における勤務実態

及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

    このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与

から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4419 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 43年６月１日から 45年２月１日まで 

    ② 昭和 48年３月 14日から 50年３月６日まで 

私は、昭和 43年６月１日から 45年２月１日までＡ社に勤務していた。ま

た、47年７月１日から 50年３月６日までは、Ｂ社（現在は、Ｃ社）に継続

して勤務していた。しかし、実際の勤務期間と国（厚生労働省）の記録が相

違していることに納得できないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「昭和 43 年６月１日から 45年２月１日

までＡ社に勤務していた。」と主張している。 

しかしながら、Ａ社は既に解散しており、申立人の申立期間①における勤

務実態及び厚生年金保険の加入状況を確認することができない。 

また、Ａ社で申立期間①当時、社会保険事務担当者だったとする元従業員

によると「申立人の勤務期間は申立期間①頃ではなく、国の記録どおりの期

間であったのではないか。私が記憶する他の元従業員の入社よりも後に申立

人が入社した記憶がある。申立期間①当時の業務内容についても、申立人の

主張する業務内容とは異なっている。」と証言している上、申立人の同社に

係る厚生年金保険被保険者期間（昭和 48年３月 14日から 50年１月 21日ま

で）頃において、同被保険者記録を有する別の元従業員は、「申立人は私が

勤務してから、しばらくして入社した。私が日報に申立人の作業内容につい

て記載した記憶もある。当時、作業場所で行われていたのはＤ業務であっ

た。」と証言しており、当該元従業員の証言する職務内容は、申立人の記憶

する同社における職務内容と一致する。 

さらに、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被



 

保険者原票」という。）によると、昭和 48年３月 14日に同社に係る厚生年

金保険の被保険者資格を取得し、50年１月 21日に同被保険者資格を喪失し

ていることが確認でき、オンライン記録と一致する。 

加えて、申立人のＡ社に係る雇用保険の被保険者記録はオンライン記録と

符合する。 

２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 47 年７月１日から 50年３月６日

までＢ社で継続して勤務していた。」と主張している。 

しかしながら、Ｃ社は、「申立期間②当時のことを知る者もおらず、資料

や記録に関しては不明である。」と回答しており、申立人の申立期間②にお

ける勤務実態及び厚生年金保険の加入状況を確認することができない。 

また、申立期間②頃において、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者記録を有

し、住所の判明した元従業員及び申立人の記憶する元同僚を含む７人に照会

し、４人から回答があったものの、申立人の同社に係る申立期間②における

厚生年金保険の加入をうかがわせる証言は得られない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間②のうち、昭和

48年３月 14日から 50年１月 21日までの期間について、Ａ社に係る厚生年

金保険被保険者記録が確認できる。 

加えて、申立人のＢ社に係る被保険者原票によると、昭和 47 年７月１日

に同社に係る厚生年金保険の被保険者資格を取得し、48年３月 24 日に同資

格を喪失していることが確認できる上、健康保険証を返納した記載も確認で

きる。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4420  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月１日から 41年 10月１日まで 

私は、昭和 36年４月１日から 57年４月頃までＡ施設（後のＢ施設。現在

は、Ｃ施設）に勤務していたが、36 年４月１日から 41 年 10 月１日までの

厚生年金保険の加入記録が欠落している。 

この期間は、Ａ施設Ｄ支部に勤務していたので、調査の上、記録を訂正し

てほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＢ施設の事務担当者の証言により、申立人は、申立期間

のうち、昭和 36年８月１日から 41年 10月１日までＡ施設Ｄ支部に勤務して

いたことが確認できる。  

 しかし、オンライン記録によると、Ａ施設Ｄ支部が厚生年金保険の適用事業

所となったのは昭和 36年 12月であり、申立期間のうち、同年４月１日から同

年 11 月までは、同事業所が適用事業所となる前の期間であることが確認でき

る。 

また、Ｂ施設は、｢当時の関係資料が無いため、申立人の申立期間における

厚生年金保険の加入状況及び保険料控除については不明である。｣と回答して

いる。 

さらに、Ａ施設Ｄ支部において社会保険事務を担当していたとする元同僚は、

｢申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況及び保険料控除について

は記憶していないが、公的機関から当支部に来た者については、必ずしも全員

を同保険に加入させていなかったように思う。私が勤務し始めた昭和 41 年当

時、公的機関を一旦退職し、復職を前提に当支部に出向していたと思われる従

業員が二人おり、いずれも同保険には加入させていなかったと思う。申立人は、



 

この二人と同様に復職前提の出向者であるとして、同保険には加入させない取

扱いをしていた可能性がある。」と供述しているところ、Ｅ施設は、「当該二人

及び申立人の人事記録には、いずれも『辞職（出向）』と記載されている。」と

回答している上、オンライン記録によると、当該二人について、同年当時、同

支部における同保険の加入記録が確認できない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4421 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 11月１日から 42年 10月１日まで 

             ② 昭和 42年 10月１日から 44年４月１日まで 

    私は、Ａ社退職後に脱退手当金を受け取った記憶が無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人に対し脱退

手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されている上、申立

期間①及び②に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和44年７月11日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4422 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年５月から 37年３月１日まで 

             ② 昭和 38年６月 26日から 39年１月まで 

③ 昭和 39年１月から 40年９月１日まで 

    私は、職業紹介所から派遣されてＡ社で勤務し、昭和 35 年５月から 39

年１月までＢ職をしていたが、35年５月から 37年３月１日までの期間及び

38 年６月 26 日から 39 年１月までの期間の厚生年金保険の加入記録が無い

（申立期間①及び②）。 

      また、私は、Ａ社を退社後、Ｃ社に就職し、昭和 39年１月から 42年２月

までＢ職をしていたが、39年１月から 40年９月１日までの厚生年金保険の

加入記録が無い（申立期間③）。 

    上記の申立期間①、②及び③の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、当該期間に厚生年金保険の加入記録を有する元従業員 14 人に照会

したが、申立人が当該期間に同社で勤務していたことを確認することができな

い。 

また、Ａ社は、既に閉鎖しており、元事業主は所在不明であるため、申立人

の申立期間①及び②における厚生年金保険の加入状況及び保険料控除につい

て確認することができない。 

さらに、Ａ社の元同僚は、「職業紹介所から当社に派遣された者は、すぐに

は当社の社員にはなれず、成績の良い者だけが社員になることができたので、

申立人は、派遣された当初は当社の社員ではなかったと思う。」と証言してい

るところ、申立人と同様に、職業紹介所からＡ社に派遣され、Ｂ職をしていた



 

とする元従業員は、「派遣後、数か月が経過した頃に、ノルマが達成できるよ

うになったため、同社の社員になることができた。同社の社員になるまでは、

職業紹介所から給料を受け取り、厚生年金保険には加入させてもらえなかっ

た。」と証言している。 

加えて、申立人は、職業紹介所の名称を記憶していないため、オンライン記

録により、事業所名に職業紹介所が含まれる厚生年金保険の適用事業所を調査

したところ、１事業所が確認できたが、当該事業所の同保険の被保険者には申

立人の氏名は見当たらない。 

申立期間③について、雇用保険の加入記録により、申立人は、当該期間のう

ち昭和40年８月21日から同年９月１日までＣ社に勤務していたことが確認で

きる。 

しかし、Ｃ社において申立期間③に厚生年金保険の加入記録を有する元従業

員 15 人に照会したが、いずれも申立人のことを記憶しておらず、申立人が申

立期間③のうち昭和40年８月21日よりも前の期間に同社で勤務していたこと

を確認することができない。 

また、Ｃ社の複数の元従業員は、「申立期間③当時、短期の雇用契約による

臨時社員が多数おり、このうち成績の良い者だけが正社員になることができ、

正社員となってからもしばらくは試用期間があった。臨時社員や試用期間中の

正社員は厚生年金保険には加入させてもらえなかった。」と証言している。 

さらに、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当

時の元事業主は所在不明であるため、申立人の申立期間③における厚生年金保

険の加入状況及び保険料控除について確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与

から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはでき

ない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4423         

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年８月１日から 23年２月 28日まで 

             ② 昭和 30年 12月 15日から 35年２月 28日まで 

私は、昭和 21年８月１日から 23年２月 28 日までＡ市Ｂ地区にあったＣ

社Ｄ部に勤務していたが、国の年金記録では、同期間の厚生年金保険の加入

記録が無い（申立期間①）。 

また、昭和 30年 12 月 15日から 35年２月 28日まではＥ社に勤務してい

たが、国の年金記録では、同期間の厚生年金保険の加入記録が無い（申立期

間②）。 

上記期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、「申立期間①にＡ市Ｂ地区にあったＣ社に

勤務していた。」と主張している。 

しかし、所在地を管轄する法務局において、Ｃ社の商業登記は確認できない

上、オンライン記録及びＡ市Ｂ地区に係る事業所名簿によると、申立期間当時、

同市同地区内にＣ社という事業所名の厚生年金保険の適用事業所は確認でき

ない。 

また、申立人は、Ｃ社の元事業主の氏名を記憶していない上、申立人が記憶

する同社の元同僚に係る厚生年金保険の加入記録を確認することができない

ことから、申立人の申立期間①における厚生年金保険の加入状況及び保険料控

除について確認することができない。 

申立期間②について、Ｅ社の元同僚の証言から、期間の特定はできないもの

の、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、上記の元同僚は、「昭和 31 年頃から 56 年までＥ社で勤務していた



 

が、厚生年金保険の加入記録は 50 年からしかない。」と証言しているところ、

オンライン記録によると、当該元同僚は、同年７月４日に同保険被保険者資格

を取得していることが確認できる上、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿（以下「被保険者名簿」という。）において、申立期間②を含む昭和 21

年３月１日から 50 年７月４日までに厚生年金保険被保険者資格を取得した者

のうち、所在が判明した 18 人に照会したところ、回答があった６人のうちの

４人（いずれも申立人と同職種）は、「自分の厚生年金保険の加入時期は、入

社時期よりも遅い。」と証言している。 

また、申立人が記憶するＥ社の元事業主は既に死亡しているため、申立人の

申立期間②における厚生年金保険の加入状況及び保険料控除について確認す

ることができない。 

さらに、Ｅ社に係る被保険者名簿において、申立人の氏名は見当たらない上、

健康保険整理番号に欠番は無く、申立人に係る記録の欠落をうかがわせる不自

然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4424（事案 1953の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22年５月 25日から 23年６月 10日まで 

          ② 昭和 23年９月 30日から 24年２月１日まで 

私は、夫と昭和 22年 11月に結婚し、申立期間①及び②当時、夫がＡ社に

継続して勤務していたこと、同社の社員として私の親類やそれ以外の複数の

者がいたことを記憶している。 

私の夫は、申立期間①及び②において、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたはずなので、年金記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて  

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社等に勤務した元同僚

14 人に聴取したところ、勤務期間を記憶していない者等４人を除く 10 人が、

「勤務していた期間と厚生年金保険の加入期間の記録が一致しない。」と供述

しており、複数の元同僚の厚生年金保険被保険者記録について申立人と同様に

被保険者期間に欠落がみられ、多くの従業員について一時期、厚生年金保険の

被保険者資格を喪失させていたことがうかがえること、ⅱ）申立期間①につい

て、申立人がＡ社で一緒に勤務したと記憶する元同僚は、ほぼ同じ期間に同社

における厚生年金保険被保険者記録が無いこと、ⅲ)申立期間②について、当

該元同僚と元同僚の一人も、当該期間に同社における厚生年金保険被保険者記

録が無いこと、ⅳ）申立期間当時の事業主及び事務担当者は既に死亡している

ため、申立人の当時の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認する

ことができないこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づき、年金記録

の訂正のあっせんは行わないとの判断を行った旨、平成 22年７月 26日付けで



 

通知が行われている。 

   今回、申立代理人は、「申立人が申立期間①及び②にＡ社で継続して勤務し

ていたこと、同社の社員として私の親類やそれ以外の複数の者がいたことを記

憶しており、申立人は当該期間に給与から厚生年金保険料が控除されていたは

ずである。」と主張して再申立てを行っている。 

   しかし、申立代理人が挙げた親類等について調査したが、申立人の申立期間

①及び②における厚生年金保険の加入状況及び保険料控除についての証言を

得ることができない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、今回の申立人の主張は、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは

認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4425 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月 25日から 42年３月２日まで 

    国の年金記録では、Ａ社（現在は、Ｂ社）で勤務していた昭和 38 年 10

月25日から42年３月２日までの期間に係る脱退手当金が支給済みとなって

いる。 

    Ａ社は結婚のために退職したが、脱退手当金は請求していないし、受け取

った記憶も無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金裁定請求書及び脱退手当金計算書における脱退

手当金支給額及び支給決定年月日の記載は、オンライン記録と一致することが

確認できる。 

また、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支

給されたことを意味する｢脱｣の表示が確認できる上、申立期間に係る脱退手当

金の支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人が脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4426  

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月１日から 39年 11月 23日まで 

    私は、昭和35年４月１日から39年11月23日までＡ社に勤務していたが、

国の年金記録では、同期間の厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、

記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元同僚の証言から、期間の特定はできないものの、申立人が同

社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 41 年２月であり、申立期間は、同社が適用事業所となる前の期間

であることが確認できる。 

また、Ａ社の元事業主は、既に死亡しているため、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険の加入状況及び保険料控除について確認することができない。 

さらに、昭和 34 年から 45 年までＡ社で勤務していたとする元同僚は、「当

初は厚生年金保険に加入させてもらえず、国民年金に加入していた。」と証言

しているところ、オンライン記録等によると、申立人は、申立期間のうち、39

年＊月から同年＊月まで国民年金に加入し、同年＊月から同年＊月までの保険

料を現年度納付していることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4427 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 53年１月１日から 57年７月１日まで 

         ② 昭和 57年７月１日から平成元年 12月１日まで 

             ③ 平成５年９月 28日から７年８月 15日まで 

私は、昭和 50年 12月１日から 57年７月１日までの期間、Ａ社において

代表取締役として勤務していたにもかかわらず、申立期間①の厚生年金保険

被保険者記録が欠落していることに納得できない。 

また、昭和 57年７月１日から平成７年８月 15日までの期間、Ｂ社におい

て勤務していたにもかかわらず、申立期間②及び③における被保険者記録が

欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「厚生年金保険の加入記録が確認できる

昭和 53年１月１日ではなく、57年７月１日まで、Ａ社の代表取締役として

勤務し、厚生年金保険料を控除されていた。」と主張している。 

しかしながら、Ａ社は、昭和 53 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっており、申立期間①は同社が適用事業所ではない期間である。 

また、Ａ社の事業主である申立人に対し、厚生年金保険の被保険者資格取

得及び喪失の届出、保険料の納付等に関する資料について照会したが、回答

を得ることができず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除等につい

て確認することができない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者

名簿」という。）を見ると、同社が適用事業所でなくなった昭和 53 年１月

１日まで在籍していた申立人を除く元従業員９人全員が、同日に被保険者資

格を喪失していることが確認できる。 



 

加えて、Ａ社に係る被保険者名簿を見ると、申立人は、昭和 50年 12月１

日に被保険者資格を取得し、53 年１月１日に同資格を喪失していることが

確認でき、オンライン記録と一致している上、同社に係る登記簿を見ると、

申立人は、昭和 50 年 12 月＊日から 57 年６月＊日までの期間について同社

の代表取締役であったことが確認できる。 

２ 申立期間②及び③について、申立人は、「Ｂ社には、昭和 57 年７月１日

から平成７年８月 15 日までの期間、勤務していたにもかかわらず、厚生年

金保険の加入記録が元年12月１日から５年９月28日までの期間となってい

ることに納得できない。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ社は、平成元年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所

となり、５年９月 28 日に適用事業所でなくなっていることから、申立期間

は同社が適用事業所ではない期間である。 

また、平成４年 12月 24日までＢ社の事業主であった申立人に対し、厚生

年金保険の被保険者資格取得及び喪失の届出、保険料の納付等に関する資料

について照会したが、回答を得られない上、同年同月 25日以降の事業主は、

「私は、同社についてはＣ協会を介して買収しただけであり、申立人とは面

識も無く、雇用したことも無い。当時、同社には従業員はおらず、資産も無

く事業所としての実態は無かった。同社の関係書類は何も保管していないの

で、同社における厚生年金保険の加入状況等については何も分からない。」

と供述していることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除等に

ついて確認することができない。 

さらに、Ｂ社に係る被保険者名簿を見ると、申立人は、平成元年 12 月１

日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、５年９月 28 日に同資格を喪失し

ていることが確認でき、オンライン記録と一致している。 

加えて、Ｂ社に係る登記簿を見ると、申立人は、昭和 57 年７月＊日から

平成４年 12 月＊日までの期間について、同社の代表取締役であったことが

確認できる。 

３ このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録の訂正が認められる

か否かを判断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、

特例対象者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履



 

行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合につ

いては、記録訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

仮に、申立期間について、厚生年金保険料を給与から控除されていたと認

めることができたとしても、事業主である申立人は、前述のとおり特例法第

１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを

知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められ

ることから、当該期間については、特例法に基づく記録訂正の対象とするこ

とはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4428 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 63年６月 21日から平成２年４月 30日まで 

私は、昭和 63年６月頃から平成２年４月頃までの間、Ａ県のＢ社（実際

の勤務地はＣ国）で継続して勤務し、給与から厚生年金保険料又は船員保険

料を控除されていたにもかかわらず、被保険者記録が無いことに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間において、Ａ県Ｄ市に所在するＢ社に勤務し、Ｃ国の

事業所で働いていた。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ社は、厚生年金保険の適用事業所及び船舶所有者として確

認できない上、所在地を管轄する法務局において、同社に係る商業登記簿謄本

も確認できない。 

一方、申立人は、「Ｂ社については、所在地はＤ市、事業内容はＥ業、事業

主はＦ氏であった。」と供述しており、当該条件をもとに、同市の漁業協同組

合等に照会したところ、同市にＧ社（事業主はＦ氏）が存在することが判明し

たことから、同社の事業主に申立人について照会したところ、「申立人を記憶

しているが、当社は申立人とは雇用契約を結んでいないし、年金にも加入させ

ていない。Ｃ国での新規事業について、契約書も交わしていないし、申立期間

当時の申立人についての書類そのものも作成していない。」と回答している。 

また、申立人は、当時の同僚等の氏名を記憶しておらず、同僚調査等を行う

ことができないことから、申立人の申立期間における勤務実態等を確認するこ

とができない。 

さらに、Ｇ社は、厚生年金保険の適用事業所及び船舶所有者として確認でき

ない上、同社の事業主に係るオンライン記録を見ると、申立期間に係る厚生年



 

金保険等への加入記録は確認できない。 

加えて、申立人に係る戸籍の附票を見ると、昭和 63年 11 月 29日から平成

２年５月 30 日までの期間の住所地はＣ国であることが確認できる上、申立人

も、「健康保険については、現地の保険に入り、現地の保険証をもらった。」

と供述している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。



 

兵庫厚生年金 事案 4429 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年８月１日から 20年 10月１日まで 

    私は、平成 14 年８月１日にＡ社に入社し、現在も継続して勤務している

が、私の年金記録では、同年同月同日から 20年 10月１日までの期間の標準

報酬月額が、給与振込額より低くされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保

険料及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

したがって、申立期間のうち、平成 20年１月１日から同年 10月１日まで

の期間について、事業所から提供された申立人に係る平成 20 年度賃金台帳

により、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料控除額及び

申立人に係る給与支給額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか低い

方の額がオンライン記録の標準報酬月額と同額もしくは下回っていること

が確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あ

っせんは行わない。 

２ 一方、申立期間のうち、平成 14年８月１日から 20年１月１日までの期間

について、申立人から提出のあった預金通帳を見ると、Ａ社からの振込額が

確認できるが、当該期間に係る厚生年金保険料の控除額等を確認することが

できない。 



 

さらに、Ａ社は、「申立期間当時の厚生年金保険担当職員の退職、社会保

険等の業務委託先事務所の閉鎖等のため、平成 19 年度以前の賃金台帳等詳

細な資料は保存していない。」と回答しており、申立人に係る給与支給額及

び厚生年金保険料額の控除について、確認することができない。 

加えて、Ａ社において、申立期間に取締役として勤務していた同僚の一人

は、「申立期間における給料明細書も無いので自分自身の給料と標準報酬月

額に相違があったかどうかは分からない。」と供述している上、同社におけ

る平成16年から18年までの社会保険関係業務を代行していた社会保険労務

士、同社会保険労務士の勤務先のＢ会、及び 19 年の同業務を代行していた

社会保険労務士については、連絡が取れず、申立人に係る給与支給額、厚生

年金保険料控除額等を確認することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4430 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 43年５月 20日から 44年８月 18日まで 

② 昭和 45年６月１日から 49年１月 26日まで 

私は、Ａ事業所及びＢ社に勤務していた期間の厚生年金保険の記録につい

て、同社を退職した約２か月半後に脱退手当金が支給されたことになってい

るが、その時点では結婚のためＣ県Ｄ市に転居しており、Ｅ地区で同居して

いた実家の母、兄、妹も受給した記憶は無いと言っており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の備考欄には、脱退

手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が確認できる上、申立期

間①及び②に係る脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月半後の昭和49年４月12日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4431 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年２月１日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 29 年３月に高等学校を卒業したが、授業は同年１月末で終わ

り、同年２月１日からＡ社に勤務した。 

    しかし、厚生年金保険の加入記録では、厚生年金保険被保険者資格取得日

が昭和 29年７月１日となっているので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 29 年１月末に高校の授業が終わり、同年２月１日からＡ

社に事務員として入社した。」と主張している。 

 しかしながら、Ａ社は既に解散し、申立期間当時の代表取締役も死亡してい

る上、当時の事務担当者は連絡先不明であることから、申立人の申立期間にお

ける勤務実態及び厚生年金保険の加入状況等を確認することができない。   

また、オンライン記録によると、申立人が同時期に入社したと記憶する女性

３人（申立人と同じ学校を卒業した同級生一人を含む。）も、申立人と同日の

昭和 29 年７月１日に資格を取得していることが確認できる上、同日に資格を

取得している男性従業員一人は、「私は、高校を卒業してすぐの 29 年２月か

３月頃に入社した。」と証言している。 

さらに、Ａ社において、申立期間の始期の昭和 29 年２月１日に厚生年金保

険被保険者資格を取得している元従業員は、「私が入社したのは、28 年夏頃

だった。私は、事業主の親戚の子供であったが、仕事が続くかどうか心配で、

すぐには厚生年金保険に入れてくれなかったのではないかと思う。」と証言し

ていることから、同社では、必ずしも全ての従業員を入社と同時に厚生年金保

険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

 このほか、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か



 

ら控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4432 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年１月から平成 14年２月まで 

私は、昭和 48年にＡ社に入社し、同社が倒産した平成 14年２月＊日まで

勤務した。昭和 60 年１月から平成 13 年 12 月まで年金加入記録資料と給与

支給明細書を比べると、標準報酬月額が大きく相違しているので、調査の上、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料控除額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、申立人から提出さ

れた昭和 60年１月から平成 13年 12月までの給与支給明細書により確認でき

る保険料控除額に基づく標準報酬月額は、いずれもオンライン記録の標準報酬

月額と同額かこれを下回る額であることが確認できる。 

また、Ｂ厚生年金基金では、「社会保険事務所（当時）に提出する届出用紙

と当基金に提出する届出用紙は複写式となっていたため、記載内容は必ず一致

する。」と回答しているところ、同基金が保管する申立人に係る加入員異動記

録一覧に記載されている申立期間に係る申立人の標準報酬月額は、オンライン

記録と一致することが確認できる。 

このほか、申立人が、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 4433 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年４月１日から 15年４月１日まで 

私は、平成 14 年４月１日から 15 年３月 31 日まで、Ａ社に勤務したが、

同社で勤務した期間の厚生年金保険の記録が無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成 14年４月１日から 15年３月 31日まで、Ａ社に勤務した。」

と主張しているところ、同社から提出された顧問契約書及び契約解除通知によ

り、申立人は、申立期間において、同社と顧問契約を締結していることが確認

できる。 

しかしながら、上記の顧問契約書により、顧問料は月 10 万円だったことが

確認できるところ、Ａ社は、「顧問契約においては、健康保険や厚生年金保険

への加入は考えておらず、毎月支払う顧問料 10 万円からは所得税１万円のみ

源泉控除し、厚生年金保険料は控除していない。」と回答しており、申立人の

銀行口座の取引明細によると、申立期間中の平成 14年４月から 15年３月まで

の各月に、同社から９万円（14年８月のみ 10万 5,800円）の入金が確認でき

る。 

また、全国健康保険協会Ｂ支部によると、申立人は、申立期間の始期の平成

14年４月１日に政府管掌健康保険（当時）の任意継続被保険者資格を取得し、

申立期間後の 16年４月１日に同資格を喪失していることが確認できる。 

このほか、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4434  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 53年４月１日から 54年１月 21日まで 

私は、大学を卒業して昭和 53年４月１日から 54年１月 21日までの間、

Ａ社に勤務したが、この間の厚生年金保険被保険者記録が欠落しているので

調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の複数の元従業員及び申立人の妻の証言から、申立人が申立期間頃に、

同社で勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立人が名前を記憶する社長は死亡している上、申立期間当時の経理事務担当

者は、「申立人のことは記憶しているが、勤務期間や厚生年金保険の加入につ

いては覚えていない。厚生年金保険に加入していない従業員の給与から厚生年

金保険料を控除することはない。」と証言しており、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険の加入状況及び保険料控除等について確認することができな

い。 

   また、Ａ社の元役員は、「Ｂ職は長続きする者は少なく、すぐには厚生年金

保険に入れていなかったように思う。」と証言している上、同社の元従業員の

一人は、「私は昭和 49年 11月から勤務しているが、厚生年金保険の被保険者

資格取得日は 50年４月となっている。」と証言し、別の元従業員は「歩合制で

働いていたＢ職の人は厚生年金保険に加入していなかったように思う。」と証

言しており、同社では必ずしも全ての従業員を入社と同時に厚生年金保険に加

入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

   さらに、雇用保険の記録を確認しても、申立人に係る申立期間の被保険者記

録は見当たらない。 



 

   加えて、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏

名は確認できない上、整理番号に欠番は無く、申立人に係る記録の欠落をうか

がわせる不自然な点は見当たらない。 

   このほか、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 4435 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月１日から２年４月１日まで 

    私は、平成元年４月にＡ社にアルバイトとして入社し、同年の源泉徴収票

に社会保険料の控除額が９万 6,000円と記載されているにもかかわらず、申

立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いとされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社発行の平成元年度分の源泉徴収票に社会保険料９万 6,000

円の記載があり、厚生年金保険料を給与から控除されていた。」と主張してい

る。 

しかしながら、Ａ社は、「当時の人事記録等は破棄されており残ってないが、

平成元年度の源泉徴収票の支払金額 72 万 6,310 円から考えると、申立人は正

社員ではなく臨時雇用の短時間労働者であり、厚生年金保険の被保険者資格を

取得していないと思われる。」と回答している。 

また、Ａ社から提出のあった平成元年度年末調整表を見ると、申立人の社会

保険料の控除は、給与からの控除ではなく、申立人からの申告による年末調整

であることが確認できる。 

これについて、Ａ社は、「申立人が所持している平成元年度の源泉徴収票の

社会保険料等控除額については、給与から控除した厚生年金保険料ではなく、

年末調整の際に申立人から申立人自身が支払った社会保険料の申告があり、そ

れを控除したもので、国民年金保険料と思われる。」と回答している。 

さらに、申立人の雇用保険の被保険者記録を見ると、申立期間には被保険者

記録が確認できない上、申立人は、昭和 63 年３月１日から平成３年７月１日

までの期間について、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 



 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

  

兵庫厚生年金 事案 4436 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 11月１日から 54年４月１日まで 

    Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）に勤務した期間のうち、昭和 53年 11月１

日から 54年４月１日までの期間が厚生年金保険被保険者期間となっていな

いので、調査の上、訂正してほしい。     

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険被保険者記録から、申立人は、申立期間において、Ａ事業所に勤務

していたことが確認できる。 

   しかしながら、申立期間当時、当該事業所については、常時５人以上の従業

員を使用する場合に厚生年金保険法の強制適用事業所となっていたところ、雇

用保険被保険者記録から、申立期間当時の従業員数が５人以上となったのは昭

和 54年３月 22日であることが確認できる上、オンライン記録によると、同事

業所が同法の適用事業所となったのは、同年４月１日であることが確認できる。 

   また、Ａ事業所において、昭和 54 年４月１日付けで厚生年金保険の被保険

者資格を取得した元職員６人に照会し、５人から回答を得たが、資格取得日前

の期間において、給与からの保険料控除されていた事実を確認できる証言等を

得られない。 

   さらに、Ｂ事業所は、「申立期間当時の人事記録等は、保存年限を超過して

いるため処分しており、申立人の保険料控除については不明である。」と回答

している。 

   加えて、申立人は、「申立事業所において勤務開始当初は、国民健康保険に

加入していたと思う。また、事業主から健康保険証を渡された時期等は記憶し

ていない。」と供述している。 

   このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



  

  

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。  



  

  

兵庫厚生年金 事案 4437              

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34年３月 23日から 40年２月９日まで 

② 昭和 40年 11月 13日から 41年５月 21日まで 

私は申立期間について脱退手当金を受給した記憶は無い。調査の上、年

金記録の訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険記号番号払出簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたこ

とを意味する「脱」の記載が確認できる上、申立期間に係る脱退手当金は、支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約４か月後の昭和 41年９月 20日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

 また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 


